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２ 労働基準法成立と改正の経緯 

 

年（元号） 
労働基準法 

成立と改正の経緯  

１９４７

（昭２２） 

成立 労働基準法（法律第４９号）成立（１９４７．４．７） 

・昭和２２年政令第１７０号「労働基準法の一部施行の件」

にて、大部分が昭和２２年９月１日から施行、残余の部分を

昭和２２年政令第２２７号により同年１１月 1日から施行さ

れた。 

１９４８

（昭２３） 

婦人尐年局

長の権限規

定を追加 

（昭２３．８．３１改正） 

労働省設置（昭 22.9.1）に伴い、婦人尐年局の設置に関連し

て労働基準法に第１００条の２を設け、婦人尐年局長が労働

基準法中の女子及び年尐者に特殊な規定の制定、改廃、解釈

等に関する事項を司ることが定められた。（旧労働省設置法

附則第１５条） 

１９４９

（昭２４） 

鉱山保安の

適用除外 

（昭２４．５．１６改正） 

鉱山保安法の制定に伴い、労働基準法に第５５条の２を追加

し、「労働基準法第５章（安全衛生）の規定は鉱山保安法に

規定する鉱山における保安（衛生に関する通気及び災害時の

救護を含む。）については、適用しない」こととされた。 

国家行政組

織法の制定

に伴う改正 

（昭２４．５．３１改正） 

・労働基準委員会の各種委員会の名称が「審議会」に改めら

れた。（国家行政組織法第３条関連改正） 

・労働基準法第９７条中の職員の定員についての定めが削除

された。（国家行政組織法によって職員の定員は行政機関職

員定員法をもって定めるとされたことに伴う改正） 

１９５０

（昭２５） 

  （昭２５．１２．２０改正） 

・労働基準法第８条第３号中の「鉱業、砂鉱業」が「鉱業」

と改められた。（鉱業法の改正に伴う措置） 

１９５２

（昭２７） 

  （昭２７．７．３１改正） 

昭和２７年には、中央労働基準審議会（昭 27.3.5）において

公労使三者の全員の意見が一致した労基法改正答申に基づく
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改正が行われている。 

 

（主な改正内容） 

・貯蓄金管理の認可制を届出制に改めた。（18 条） 

・危険有害でない仮設建設物の設置変更届の廃止。（54 条） 

・貯蓄金管理、賃金の一部控除、年次有給休暇に対する賃金

について、労使協定による制限方式を取り入れた。（18,24,39

条） 

・１６歳以上の年尐者のうち男子に限り坑内作業の技能者養

成を認めることとされた。（70 条） 

・女子の時間外労働について、決算のための書類の作成、計

算、棚卸し等の場合に限り、１週６時間の枠を２週１２時間

の枠とした。（61 条但書） 

・女子の深夜業の禁止の例外業務として、中央労働基準審議

会の議を経て命令で定める女子の健康及び福祉に有害でない

業務を加えたこと。（62 条 4項） 

・労働大臣又は都道府県労働基準局長の労使に対する援助義

務を規定した。（105 条の 2） 

・休業補償のスライド制を導入した。（76 条） 

１９５４

（昭２９） 

  〔昭２９．６．１０改正〕 

・雇入れ時及び定期健康診断について、一定の事業において

歯科医師による健康診断をあわせて行わせるよう労働基準法

第５２条が改正された。（54 条、120 条の字句修正を伴う。） 

１９５６

（昭３１） 

  〔昭３１．６．４改正〕 

・労働者災害補償審査委員会を労働者災害補償保険審査官に

改める。(85 条、86 条等）（労働保険審査官及び労働保険審

査会法の施行に伴う改正） 

１９５８

（昭３３） 

職業訓練法

の制定に伴

う改正 

〔昭３３．５．２改正〕 

・技能者養成の教習方法、使用者資格等の職業訓練に関する

規定を命令で定めるとしていた労働基準法第７０条第１項を

削除。 

・技能者養成を受ける労働者について、契約期間、危険有害

業務の就業制限等に関する規定について命令で別段の定めを

することができるとしていた部分を「職業訓練法に基づく認

定職業訓練を受ける労働者について別段の定めができる」と




